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第1章：沖縄の歴史   
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諸国との間に活発な外交・貿易を展開するようになる。そして、「アジアの中の琉球」の位  
置づけが確かなものとなりつつあった1429年、首里城を中心とした『琉球王国』が成  




















係を保持していたことがあった。   
2．アメリカ統治時代  
1945年3月、沖縄戦の開始に伴い、沖縄は日本から政治的・行政的に分離されて、  








た。   
3．沖縄返還後  
ベトナム戦争での痛手と共に、次第に沖縄支配のコストもかさみ、アメリカ軍事経済は  















米軍基地収入   匹 口  計  
市町村名  き所得に占  
軍脚 
住  
；焼成比   
58   56  8  126  248  24．6  
17  31．2  
3  嘉手納町 北谷町  46 8 5 4715 7  22．2   
12．6  
北中城村 宜野湾市  1310 3 39 29 5 35  9．8   
金武町  17   5  0．3   21   44 4．3  ．8   
小計  220  122 28   202  572  56．8  
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第2章：台湾・香港との比較   































































7．国際交通センター   
このように、香港は、状況に応じてフレキシブルに戦略転換することで繁栄を実現し  
てきた。  



















90年   95年  90～95年伸び率   
世  界  貿  易   100．0 100．0   7」9   
太 平 洋 圏 貿 易   26．6   33．2   12．8  
アジアNIEs坂内   0．9   1．6   20・9  
AFTA  域  内   0．8 1・4   18．6  
NAFTA 域 内   6．7   8．0   11．7   
．大 西 洋 歯 質 易   42．9   37．6   5．0   
l  域   内  29．1 23．7   3．5  
‖  EU  6．7   8．0   11．7  
3．6   3．1   4．3  EU・・，・＋ NAFTA         NAFTA 一書 EU   3，5   2．8   3．3   
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第3章：沖縄振興諸政策  
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2．企業リストラにあった本土の技術者の導入   
表4に示されているような第1次～3次沖縄振興開発計画は、結局沖縄が基地依存体質  
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調整費50億円を計上、97年度予算で、満額の基地関連経費、沖縄振興施策費を認める  













に見合う物価水準になっていない。   
こうした背景には、①生産性の低い第1次産業のウェイトが、日本の平均値に比べる  
と極端に高いこと、②離島社会であるが故に物流・流通コストが直接物価に反映されてし  
まうこと、③以上に高い地価・法人税－ などが挙げられるが、こういったビジネスコ  
ストの高さが、諸外国・地域に対して沖縄との交流を行うためのインセンチイブを削いで  
しまう。  
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た歪んだものになっている。   
今後、中央政府からの補助金（基地関連の収入も）も他県並みに減少するだろうから、米  
軍や政府に変わる収入減をどのように確保するかが重要課題だといえる。   
その他、基幹産業がない、資金不足、人材不足、本土との経済格差が大きい等、挙げれ  
ばきりがないが、沖縄にとって最もメリットがあり、実行可能なビジョンを措いてみたい。  




























その  他  
比率  比率  比率  比雫  ：比畢   
昭和5∩年  881．8S4  100．0  127．655  14．5  27．140  3．1  162．31l  lき．1  l（Il．9柘   ‖．5  ・沌2．782  S2．S   
封年                         S8．5   
52年                    01．390      59．9   
53年                    00．S20      朗．‘   
54年                          63．3  
55年                    12．3さ7      81．0   
輔車                    封．15l      61．2   
57年                    37．4d2      鋸．6   
58年                    39．719      65．8   
59年                    5l．398      65．2  
研年                    47．3」5      66．‘   
引巨牢                    37．80＄      錦．5   
62年                    31．‘㈹      89．9   
63年                          70．7   
平成元年                    43．373      69．l  
2年                    哺．6鋸      6‘．9   
3年                    52．85】      ‘7．l   
4年                    引．40¢      構．9   
5年  2．13，．8一は  100．0  封4．277  16．l  13．472  0．6  t3t．銘5  6．2    ‘2．92¢  7．6  l．4さ7．5t鳩  ‘9．5  
（出所）膣企両開発部l県民所押統計J。  
●その他の収入は酌外からの財政移転．逓巧・保険，その他の収入の合計。   





されたり、新規産業開拓により雇用機会も拡大しているという良い効果を生んでいる。   
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